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スト）に等しくなる。単純化して言えば、年収 800  万円の労働者が退職すれば日本の




















イスラエルや米国については、Hellerstein and Neumark (1995)、Hellerstein and 
Neumark (1999)、Hellersein, Neumark and Troske (1999)、Hellerstein and Neumark 
(2004)のように、事業所レベルのデータを用いて年齢に関する生産性プロファイルと賃
                                                 
2  詳しくは、Jorgenson, Gollop, and Fraumeni (1987)、Fukao, Inui, Kawai and Miyagawa (2004)、2006  年版日本産
業生産性データベース（JIPデータベース 2006、http://www.rieti.go.jp/jp/database/d04.html  からダウンロードでき


















投入指数を作成した研究例として、JIP  データベース 2006 における労働投入指数に
ついて説明する。第 3  節では、我々が利用したデータについて説明する。第 4  節で
は、生産関数と賃金関数の推計方法について説明する。第 5  節では、推定結果を報
告する。第 6  節では、年齢と関連した労働者の属性として、潜在経験年数（学歴と年
齢から推測した学校卒業後の経過年数）だけでなく勤続年数を考慮に入れた場合の
推定結果を報告する。第 7  節では、推定された生産性賃金格差に基づいて、労働者
の属性ごとの生産性の違いを、賃金情報ではなく「真」の属性別生産性の情報で捉え
ることにより、JIP データベース 2006 における労働投入指数、労働の質指数の推計結
果がどの程度変化するか、また将来の労働投入予測値がどの程度変化するかを調べ
た結果を報告する。最後に第 8  節では、今後に残された課題について簡単に述べる。









気の動向に左右されやすいので、労働者 1 人あたりよりは労働時間 1 時間あたりのア
ウトプットが、労働生産性の指標として好まれる。 
次の図 1 は、わが国における 1990 年代から 2000 年代初頭までの製造業労働生産
性の推移を観察したものである。国民経済計算年報より製造業の暦年実質付加価値
総額および就業者数･労働時間をとり、両者の比を掲示した。ただし、1990 年の水準






























































































能性もある。実際、日本労働政策研究研修機構が 2004 年 1 月に行った「労働者の働
く意欲と雇用管理のあり方に関する調査」によると、過去 3 年間に何らかの形で正規従









たりの生産性も異なると考えられる。そして次の図 2a、図 2b は、賃金構造基本統計調
査を用いて、製造業常用労働者の属性が 1990 年代以降 2000 年代半ばまでどのよう
に変化したかを示したものである。 
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を マクロレベルで見ると TFP 上昇率を年率 0.3％程度過
推
 









けたことが特徴である。したがって、労働者の属性は、性別 2 区分、年齢 11 区分、
学歴 4 区分、従業上の地位 3 区分となる。このうち、フルタイム労働者についてのみ学

















































































  93.1  工業統計調査 
は、多くの事業















を除く)が調査対象で、1955 年から 1980 年まで全数調査を実施してきたが、198１年以
降西暦末尾 0，3，5，8 年については規模を限らず全数調査を、それ以外の年につい

























  103.3 マ ッ チ ン グ  
種




















析のサンプルに格納することができた標本数は、51,354 標本（年平均 4,669 標本）と、














そのまま利用した。工業統計表の産業分類は数回改定されたが(1958,  1967,  1972,  1985,  1994,  1999,  2002
年)、経済産業省が提供する｢産業分類の変遷｣とコンバータによって 2002 年基準に産業分類を合わせている。
http://www.meti.go.jp/statistics/kougyou/kaitei-14/s-hensen.xls 
  11表 1  工業統計（甲表）とマッチング後サンプル 
 
期間；1993~2003 年 
  工業統計甲表  全データ 
賃金センサスとの 
マッチング後サンプル 
    平均  標準偏差 平均  標準偏差 
出荷額(年間単位；万円)  477,177.4 2,865,251.0 990,731.4  3,612,672.0 
常用労働者給与(年間単位；万円)  60,554.6 209,612.0 114,701.7  266,366.2 
期首有形固定資産(万円)  115,821.4 635,537.8 243,336.8  799,540.0 
中間投入(年間単位；万円)  275,181.1 2,113,080.0 577,254.0  2,383,771.0 
事業所数  585,630 51,354 
   
表 2 は同様な比較を企業規模 10 人以上の賃金センサスの事業所データと比較し








 賃 金 セ ン サ ス   全データ 30 人以上  マッチング後サンプル 
    平均  標準偏差 平均  標準偏差 平均  標準偏差
常用労働者数(人)  225.09   575.11  326.23   678.37  227.91   420.69 
平均教育年数(年)  12.17   1.18   12.37   1.13   12.16   0.92  
女性比率  0.34   0.25   0.32   0.23   0.33   0.23  
平均年齢(歳)  41.26   6.01   39.96   5.26   40.01   5.23  
平均勤続年数(年)  11.92   5.64   12.84   5.57   12.44   5.21  
パートタイマー比率  0.09   0.18   0.06   0.15   0.07   0.15  
一般労働者労働時間(時間；月単位)  37,912.29 98,195.41 55,023.77 115,896.6 38,436.08    71,324.40 
パート労働者労働時間(時間；月単位)  973.48   4,111.12  1,310.44  4,963.81  1,369.64   5,271.37 











4.1  主な先行研究 
本稿の目的は、労働者の属性別の生産性と賃金を計測し、その乖離の有無を検証
することにある。 












ついで、彼らは Hellerstein and Neumark (1999) でデータをパネル化することに成
功し、さらに Hellersein, Neumark and Troske (1999) では 3,000 程度に大規模化され
た合衆国データを用い、本質的に同様の推定を行って観察結果の頑健さを確かめた。




Hellerstein and Neumark (2004) では、賃金プロファイルのほうが生産性プロファイル
よりも急な傾きをもつことが観察された。この実証結果は、ラジアー型インセンティブ契
約が成立していることを示唆しており、従前の実証結果と異なる。ただし、Hellerstein 





  13できる。 
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it y ： t 年， 事業所の実質出荷額  i
it full ： t 年， 事業所のフルタイム常用労働者の性別教育年数別潜在経験年数別総労働投入時間  i
it part ： t 年，i 事業所のパートタイマーの総労働投入時間 
it CKB ： t 年， 事業所の資本サービスの投入（資本ストック×資本コスト）  i
it ME ： t 年， 事業所の実質中間投入量  i
year dummies ：年ダミー 
industry dummies ：産業ダミー 
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表 3           
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 








  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.034   0.040   0.027   0.038   0.026   0.032   0.040   0.050  
  (0.005) (0.001) (0.010) (0.003) (0.008) (0.002) (0.010)    (0.003)   
男性潜在経験年数２乗  -0.067   -0.055   -0.075   -0.062   -0.036   -0.035   -0.083   -0.070  
  (0.011) (0.003) (0.022) (0.006) (0.016) (0.004) (0.021)    (0.006)   
女性潜在経験年数  0.006   -0.017   0.069   -0.014   -0.029   -0.028   -0.017   -0.023  
  (0.010) (0.003) (0.020) (0.005) (0.018) (0.007) (0.019)    (0.007)   
女性潜在経験年数２乗  -0.052   0.032   -0.158   0.019   -0.021   0.051   0.002   0.054  
  (0.023) (0.007) (0.043) (0.011) (0.047) (0.016) (0.048)    (0.016)   
フルタイマー×教育年数  0.020   0.064   0.046   0.048   0.005   0.064   0.006   0.071  
  (0.006) (0.002) (0.011) (0.003) (0.009) (0.003) (0.010)    (0.003)   
フルタイマー×女性  0.040   -0.072   -1.071   -0.082   0.648   -0.076   0.239   0.011  
  (0.106) (0.035) (0.240) (0.060) (0.150) (0.061) (0.202)    (0.072)   
パートタイマー  -0.085   -0.253   -0.679   -0.295   0.051   -0.401   0.241   -0.137  
  (0.061) (0.019) (0.110) (0.036) (0.105) (0.035) (0.107)    (0.035)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.385   ―  0.358   ―  0.400   ―  0.404   ― 
  (0.003)  (0.005)  (0.005)  (0.005)     
Log (資本)  0.105   ―  0.104   ―  0.117   ―  0.088   ― 
  (0.002)  (0.003)  (0.003)  (0.003)     
Log (中間財)  0.554   ―  0.563   ―  0.541   ―  0.554   ― 
  (0.002)  (0.003)  (0.003)  (0.003)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.951   0.948   0.938   0.915   0.942   0.941   0.963   0.963  
N  51354   51354   14433   14433   20399   20399   14888   14888  
 (  )内は標準偏差   
 
まずコブ･ダグラス係数をみてみると、労働投入に対する係数が製造業全体では
  170.385 となっており、他の研究と同様の結果になっている。軽工業では 0.358、重化学


















ルを図示したのが、図 3a から図 3dである。ただし、経験年数 40 年で引退するとし、経






























































概ね潜在経験年数 20 年程度、40 歳前後であろう。 
ただし、これらの傾向は産業によっても異なる。まず生産性プロファイルについて、





































5.2  規模別推定結果 
次に企業規模による違いを観察するために、企業規模 30～99 人、100～299 人、
300 人以上のサンプルに分割して推定した。その推定結果が表 4～表 7 である。まず
比較的サンプルが確保できる製造業全体について表 4 として示した。 
 
  20表 4   製造業全体、規模別推定結果         
企業規模  30～99 人  100～299 人  300 人～ 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) 






  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                         
男性潜在経験年数  0.016   0.021   -0.005   0.028   0.041   0.048  
  (0.007) (0.003) （0.009）  （0.003）  (0.013) (0.003)   
男性潜在経験年数２乗  -0.050   -0.028   0.018   -0.021   -0.061   -0.054  
  (0.015) (0.005) （0.022）  （0.006）  (0.028) (0.006)   
女性潜在経験年数  -0.035   -0.044   -0.008   -0.020   0.026   0.015  
  (0.013) (0.006) （0.023）  （0.006）  (0.026) (0.007)   
女性潜在経験年数２乗  0.044   0.090   -0.014   0.039   -0.154   -0.055  
  (0.031) (0.012) （0.055）  （0.014）  (0.071) (0.018)   
フルタイマー×教育年数  0.085   0.072   0.094   0.077   -0.061   0.059  
 (0.008)  (0.003)  （0.012）  （0.003）  (0.014) (0.003)   
フルタイマー×女性  -0.100   -0.209   -0.416   -0.119   0.474   -0.114  
 (0.144)  (0.064)  （0.224）  （0.068）  (0.241) (0.068)   
パートタイマー  -0.548   -0.634   -0.499   -0.376   -0.274   -0.168  
 (0.085)  (0.035)  （0.124）  （0.040）  (0.167) (0.035)   
コブダグラス係数        
Log (労働)  0.384   ―  0.334   ―  0.300   ― 
 (0.007)    （0.006）   (0.005)  
Log (資本)  0.068   ―  0.083   ―  0.112   ― 
 (0.003)    （0.003）   (0.003)  
Log (中間財)  0.504   ―  0.541   ―  0.608   ― 
 (0.002)    （0.003）   (0.003)  
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.862   0.701   0.880   0.843   0.932   0.950  
N  18743   18743   13568   13568   18109   18109  












































































  22表 5  軽工業、規模別推定結果         
企業規模  30～99 人  100～299 人  300 人～ 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) 






  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                         
男性潜在経験年数  0.004   0.024   0.013   0.030   0.092   0.040  
  (0.011) (0.005) （0.017）  （0.006）  (0.040) (0.007)   
男性潜在経験年数２乗  -0.047   -0.043   -0.061   -0.028   -0.114   -0.043  
  (0.025) (0.010) （0.042）  （0.012）  (0.082) (0.015)   
女性潜在経験年数  0.029   -0.034   0.084   -0.017   0.086   0.027  
  (0.024) (0.008) （0.051）  （0.009）  (0.053) (0.013)   
女性潜在経験年数２乗  -0.075   0.062   -0.160   0.033   -0.271   -0.087  
  (0.051) (0.017) （0.105）  （0.021）  (0.143) (0.032)   
フルタイマー×教育年数  0.059   0.055   0.093   0.064   0.079   0.045  
 (0.015)  (0.006)  （0.021）  （0.007）  (0.035) (0.008)   
フルタイマー×女性  -1.211   -0.279   -1.942   -0.087   0.888   -0.193  
 (0.295)  (0.100)  （0.639）  （0.114）  (0.667) (0.140)   
パートタイマー  -1.226   -0.683   -0.955   -0.273   0.341   -0.250  
 (0.163)  (0.066)  （0.214）  （0.072）  (0.482) (0.075)   
コブダグラス係数        
Log (労働)  0.372   ―  0.339   ―  0.253   ― 
 (0.012)    （0.011）   (0.009)  
Log (資本)  0.071   ―  0.065   ―  0.128   ― 
 (0.004)    （0.006）   (0.006)  
Log (中間財)  0.517   ―  0.544   ―  0.614   ― 
 (0.004)    （0.005）   (0.007)  
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.874   0.701   0.891   0.831   0.907   0.903  
N  6332   6332   3835   3835   3910   3910  
   
 













































重化学工業と機械工業ではどうであろうか。推定結果は表 6 および表 7 に、それぞ
れから男子について生産性･賃金プロファイルを図示したものが図 6 および図 7 であ
る。 
 
表 6   重化学工業、規模別推定結果         
企業規模  30～99 人  100～299 人  300 人～ 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) 






  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                         
男性潜在経験年数  0.011   0.018   -0.020   0.022   0.055   0.038  
  (0.010) (0.004) （0.014）  （0.004）  (0.020) (0.004)   
男性潜在経験年数２乗  -0.026   -0.018   0.067   -0.008   -0.080   -0.030  
  (0.023) (0.008) （0.030）  （0.008）  (0.042) (0.008)   
女性潜在経験年数  -0.098   -0.064   -0.078   -0.043   0.009   0.024  
  (0.028) (0.011) （0.045）  （0.013）  (0.038) (0.015)   
女性潜在経験年数２乗  0.175   0.125   0.111   0.099   -0.183   -0.107  
  (0.066) (0.025) （0.118）  （0.032）  (0.124) (0.043)   
フルタイマー×教育年数  0.087   0.061   0.078   0.077   -0.101   0.070  
 (0.014)  (0.005)  （0.018）  （0.005）  (0.022) (0.004)   
フルタイマー×女性  0.344   0.056   0.166   -0.167   1.451   -0.180  
 (0.233)  (0.102)  （0.311）  （0.120）  (0.331) (0.117)   
パートタイマー  -0.488   -0.670   -1.085   -0.543   0.771   -0.641  
 (0.152)  (0.063)  （0.284）  （0.072）  (0.281) (0.093)   
コブダグラス係数        
Log (労働)  0.371   ―  0.326   ―  0.346   ― 
 (0.011)    （0.009）   (0.008)  
Log (資本)  0.072   ―  0.105   ―  0.130   ― 
 (0.004)    （0.005）   (0.006)  
Log (中間財)  0.522   ―  0.529   ―  0.562   ― 
 (0.004)    （0.005）   (0.006)  
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.858   0.685   0.880   0.857   0.926   0.955  
N  7370   7370   5784   5784   6918   6918  
   
 

















































表 7  機械工業、規模別推定結果         
企業規模  30～99 人  100～299 人  300 人～ 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) 






  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                         
男性潜在経験年数  0.034   0.021   0.015   0.038   0.000   0.059  
  (0.015) (0.005) （0.022）  （0.006）  (0.017) (0.004)   
男性潜在経験年数２乗  -0.074   -0.021   -0.009   -0.036   0.004   -0.075  
  (0.032) (0.011) （0.050）  （0.013）  (0.039) (0.009)   
女性潜在経験年数  -0.101   -0.052   -0.077   -0.051   0.150   0.034  
  (0.025) (0.015) （0.036）  （0.013）  (0.119) (0.014)   
女性潜在経験年数２乗  0.188   0.141   0.151   0.122   -0.431   -0.122  
  (0.060) (0.031) （0.090）  （0.030）  (0.315) (0.036)   
フルタイマー×教育年数  0.121   0.102   0.123   0.086   -0.097   0.056  
 (0.017)  (0.007)  （0.024）  （0.006）  (0.022) (0.004)   
フルタイマー×女性  0.791   -0.388   0.714   0.178   -2.037   -0.097  
 (0.256)  (0.167)  （0.366）  （0.135）  (1.039) (0.122)   
パートタイマー  -0.176   -0.575   0.420   -0.387   -0.474   -0.069  
 (0.164)  (0.066)  （0.239）  （0.083）  (0.302) (0.082)   
コブダグラス係数        
Log (労働)  0.414   ―  0.346   ―  0.285   ― 
 (0.015)    （0.013）   (0.008)  
Log (資本)  0.056   ―  0.073   ―  0.088   ― 
 (0.005)    （0.006）   (0.005)  
Log (中間財)  0.467   ―  0.532   ―  0.640   ― 
 (0.005)    （0.006）   (0.005)  
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.846   0.703   0.868   0.834   0.940   0.949  
N  4298   4298   3484   3484   6893   6893  
   
 













































































が、図 8 である。 
 
表 8 a   大 規 模 事 業 所 ※           
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 








  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.029   0.045   0.023   0.035   0.016   0.036   0.014   0.061  
  (0.009) (0.002) (0.017) (0.005) (0.012) (0.003) (0.016)    (0.004)   
男性潜在経験年数２乗  -0.041   -0.055   -0.029   -0.046   -0.015   -0.033   -0.014   -0.084  
  (0.019) (0.004) (0.039) (0.010) (0.025) (0.006) (0.036)    (0.009)   
女性潜在経験年数  0.055   0.001   0.138   0.003   0.092   -0.007   -0.068   0.029  
  (0.019) (0.005) (0.041) (0.008) (0.034) (0.012) (0.057)    (0.013)   
女性潜在経験年数２乗  -0.199   -0.016   -0.333   -0.015   -0.388   -0.024   0.120   -0.108  
  (0.051) (0.012) (0.095) (0.018) (0.107) (0.033) (0.147)    (0.034)   
フルタイマー×教育年数  -0.008   0.059   0.073   0.048   -0.049   0.065   -0.049   0.061  
  (0.010) (0.002) (0.020) (0.005) (0.015) (0.003) (0.018)    (0.004)   
フルタイマー×女性  -0.093   -0.133   -1.185   -0.207   0.162   -0.161   -0.212   -0.047  
  (0.183) (0.052) (0.460) (0.090) (0.251) (0.094) (0.453)    (0.112)   
パートタイマー  -0.246   -0.206   -0.498   -0.277   -0.034   -0.504   -0.219   -0.239  
  (0.107) (0.027) (0.191) (0.051) (0.165) (0.058) (0.255)    (0.081)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.344   ―  0.306   ―  0.397   ―  0.310   ― 
  (0.004)  (0.008)  (0.007)  (0.009)     
Log (資本)  0.116   ―  0.124   ―  0.136   ―  0.085   ― 
  (0.003)  (0.005)  (0.004)  (0.005)     
Log (中間財)  0.587   ―  0.579   ―  0.543   ―  0.638   ― 
  (0.003)  (0.005)  (0.004)  (0.004)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.935   0.932   0.919   0.878   0.923   0.926   0.938   0.933  
N  25502   25502   7140   7140   10172   10172   7437   7437  
※  各産業のメディアンより多い常用労働者数の事業所対象  全産業  93 人より多い 
                                      軽工業  80 人より多い 
                                     重化学工業  84 人より多い 
                                                機械工業  139 人より多い   
  27表 8b  小規模事業所※                 
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 








  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.024   0.031   0.032   0.038   0.015   0.025   0.035   0.035  
  (0.007) (0.002) (0.013) (0.004) (0.011) (0.003) (0.012)    (0.004)   
男性潜在経験年数２乗  -0.064   -0.042   -0.114   -0.066   -0.020   -0.026   -0.079   -0.044  
  (0.015) (0.005) (0.030) (0.009) (0.023) (0.007) (0.028)    (0.008)   
女性潜在経験年数  -0.030   -0.036   0.021   -0.034   -0.106   -0.044   -0.057   -0.048  
  (0.013) (0.005) (0.027) (0.007) (0.027) (0.010) (0.020)    (0.009)   
女性潜在経験年数２乗  0.021   0.070   -0.064   0.057   0.164   0.080   0.092   0.119  
  (0.031) (0.011) (0.059) (0.017) (0.067) (0.023) (0.049)    (0.021)   
フルタイマー×教育年数  0.067   0.075   0.043   0.054   0.082   0.072   0.078   0.092  
  (0.008) (0.003) (0.016) (0.005) (0.014) (0.004) (0.014)    (0.005)   
フルタイマー×女性  0.064   -0.073   -0.994   -0.070   0.777   0.017   0.587   -0.051  
  (0.139) (0.054) (0.326) (0.093) (0.208) (0.092) (0.221)    (0.107)   
パートタイマー  -0.331   -0.475   -1.008   -0.453   -0.319   -0.578   0.074   -0.363  
  (0.083) (0.030) (0.178) (0.061) (0.160) (0.058) (0.133)    (0.049)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.361   ―  0.337   ―  0.338   ―  0.419   ― 
  (0.007)  (0.014)  (0.011)  (0.011)     
Log (資本)  0.085   ―  0.079   ―  0.093   ―  0.075   ― 
  (0.002)  (0.004)  (0.004)  (0.004)     
Log (中間財)  0.529   ―  0.549   ―  0.536   ―  0.500   ― 
  (0.002)  (0.004)  (0.004)  (0.004)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.863   0.685   0.880   0.649   0.853   0.636   0.867   0.778  
N  25852   25852   7293   7293   10227   10227   7451   7451  
※  各産業のメディアン以下の常用労働者数の事業所対象    全産業  93 人以下 
                                     軽工業  80 人以下 
                                     重化学工業  84 人以下 
                                              機械工業  139 人以下   






















































































































5.3  時期別推定結果 
1997 年以前、1998 年以降に分割して推定した結果が、表 9a および表 9b である。
それぞれについて、男性の潜在経験年数に対する生産性･賃金プロファイルを製造業
全体について図 9 で示した。 
 
  29表 9a  1997 年以前               
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 








  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.023   0.042   -0.003   0.039   0.029   0.038   0.032   0.049  
  (0.007) (0.002) (0.013) (0.004) (0.012) (0.003) (0.013)    (0.003)   
男性潜在経験年数２乗  -0.039   -0.058   -0.010   -0.060   -0.041   -0.044   -0.055   -0.068  
  (0.016) (0.004) (0.030) (0.009) (0.025) (0.006) (0.029)    (0.008)   
女性潜在経験年数  -0.019   -0.028   0.025   -0.021   -0.042   -0.041   -0.048   -0.040  
  (0.013) (0.004) (0.023) (0.006) (0.023) (0.009) (0.024)    (0.008)   
女性潜在経験年数２乗  0.000   0.052   -0.076   0.031   0.024   0.079   0.094   0.087  
  (0.031) (0.009) (0.053) (0.014) (0.059) (0.021) (0.059)    (0.019)   
フルタイマー×教育年数  0.028   0.063   0.046   0.048   -0.014   0.068   0.045   0.065  
  (0.009) (0.002) (0.018) (0.005) (0.015) (0.004) (0.015)    (0.004)   
フルタイマー×女性  0.227   0.085   -0.806   0.025   0.838   0.131   0.287   0.127  
  (0.135) (0.044) (0.268) (0.078) (0.211) (0.079) (0.258)    (0.085)   
パートタイマー  -0.035   -0.239   -0.709   -0.301   0.152   -0.346   0.147   -0.183  
  (0.090) (0.028) (0.154) (0.053) (0.168) (0.055) (0.153)    (0.048)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.384   ―  0.370   ―  0.395   ―  0.396   ― 
  (0.004)  (0.008)  (0.007)  (0.008)     
Log (資本)  0.105   ―  0.115   ―  0.116   ―  0.080   ― 
  (0.003)  (0.005)  (0.004)  (0.005)     
Log (中間財)  0.553   ―  0.550   ―  0.547   ―  0.559   ― 
  (0.002)  (0.005)  (0.004)  (0.004)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.956   0.957   0.944   0.928   0.945   0.951   0.968   0.971  
N  21511   21511   5876   5876   8539   8539   6436   6436  
   
表 9b  1998 年以降               
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 








  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.034   0.038   0.048   0.038   0.024   0.027   0.032   0.049  
  (0.007) (0.002) (0.014) (0.004) (0.010) (0.003) (0.013)    (0.004)   
男性潜在経験年数２乗  -0.072   -0.052   -0.123   -0.064   -0.029   -0.028   -0.075   -0.070  
  (0.015) (0.004) (0.031) (0.009) (0.021) (0.006) (0.030)    (0.008)   
女性潜在経験年数  0.030   -0.005   0.133   -0.004   -0.011   -0.017   0.017   -0.004  
  (0.015) (0.005) (0.037) (0.007) (0.027) (0.010) (0.029)    (0.011)   
女性潜在経験年数２乗  -0.107   0.009   -0.280   0.002   -0.081   0.026   -0.112   0.014  
  (0.035) (0.011) (0.076) (0.016) (0.074) (0.023) (0.074)    (0.024)   
フルタイマー×教育年数  0.018   0.065   0.048   0.048   0.018   0.061   -0.012   0.075  
  (0.008) (0.002) (0.015) (0.005) (0.012) (0.003) (0.014)    (0.004)   
フルタイマー×女性  -0.159   -0.225   -1.623   -0.197   0.485   -0.244   0.200   -0.132  
  (0.158) (0.054) (0.471) (0.091) (0.215) (0.092) (0.284)    (0.118)   
パートタイマー  -0.150   -0.268   -0.613   -0.285   -0.007   -0.447   0.195   -0.121  
  (0.080) (0.025) (0.156) (0.049) (0.134) (0.047) (0.144)    (0.049)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.387   ―  0.349   ―  0.404   ―  0.415   ― 
  (0.004)  (0.007)  (0.006)  (0.007)     
Log (資本)  0.105   ―  0.097   ―  0.118   ―  0.092   ― 
  (0.002)  (0.004)  (0.004)  (0.004)     
Log (中間財)  0.554   ―  0.572   ―  0.537   ―  0.551   ― 
  (0.002)  (0.004)  (0.004)  (0.004)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.949   0.941   0.934   0.905   0.940   0.933   0.960   0.957  
N  29843   29843   8557   8557   11860   11860   8452   8452  
   
 


































































































































































































両プロファイルの乖離度合いは、深尾ほか(2006)図表 12-3～図表 12-20 の男性経





「食品産業」、「たばこ産業」を除いた 19 産業で比較している。 


















                                                 
9  この際には、工業統計調査の質問項目のうち、『他事業所の有無』の項目で、「工場が一つで、本社本店はこの
工場と同じ場所にある」、「工場が一つで、本社本店はこの工場と異なった場所にある」、「工場が2つ以上ある」の3
択質問で 1 と答えた事業所を単一事業所とした。 
  33表 1 0   単 一 事 業 所           
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 









自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.030   0.029   0.033   0.028   0.006   0.017   0.046   0.040  
  (0.006) (0.002) (0.011) (0.004) (0.010) (0.004) (0.013)    (0.004)   
男性潜在経験年数２乗  -0.072   -0.039   -0.106   -0.048   -0.010   -0.014   -0.101   -0.055  
  (0.014) (0.005) (0.024) (0.009) (0.021) (0.008) (0.029)    (0.009)   
女性潜在経験年数  -0.031   -0.027   0.003   -0.016   -0.051   -0.056   -0.068   -0.024  
  (0.010) (0.005) (0.017) (0.007) (0.026) (0.010) (0.018)    (0.010)   
女性潜在経験年数２乗  0.049   0.057   -0.006   0.024   0.081   0.113   0.122   0.065  
  (0.024) (0.010) (0.037) (0.015) (0.061) (0.022) (0.044)    (0.023)   
フルタイマー×教育年数  0.071   0.069   0.053   0.047   0.075   0.070   0.088   0.085  
  (0.007) (0.003) (0.012) (0.005) (0.012) (0.005) (0.013)    (0.005)   
フルタイマー×女性  0.072   -0.115   -0.638   -0.185   -0.044   0.015   0.918   -0.111  
  (0.121) (0.054) (0.227) (0.089) (0.234) (0.094) (0.204)    (0.112)   
パートタイマー  -0.299   -0.336   -0.614   -0.337   -0.471   -0.566   0.069   -0.224  
  (0.075) (0.030) (0.127) (0.055) (0.144) (0.062) (0.144)    (0.053)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.455   ―  0.427   ―  0.463   ―  0.466   ― 
  (0.004)  (0.008)  (0.008)  (0.008)     
Log (資本)  0.075   ―  0.079   ―  0.081   ―  0.068   ― 
  (0.003)  (0.004)  (0.005)  (0.005)     
Log (中間財)  0.508   ―  0.518   ―  0.481   ―  0.514   ― 
  (0.002)  (0.004)  (0.004)  (0.004)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.947   0.928   0.933   0.887   0.920   0.906   0.965   0.953  
N  18520   18520   6291   6291   6349   6349   5205   5205  
   
 
全サンプル 51,354 事業所と比較すると、サンプルサイズは 18,520（製造業全体、約
36%）まで減少しており、多くの事業所が複数事業所をもつ企業に所属していることが















  34表 1 1   操 業 2 年 目 以 上           
  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 
    (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 








  自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
男性潜在経験年数  0.034   0.040   0.026   0.038   0.027   0.031   0.039   0.049  
  (0.005) (0.001) (0.010) (0.003) (0.008) (0.002) (0.010)    (0.003)   
男性潜在経験年数２乗  -0.067   -0.054   -0.074   -0.062   -0.037   -0.034   -0.082   -0.070  
  (0.011) (0.003) (0.022) (0.006) (0.016) (0.004) (0.021)    (0.006)   
女性潜在経験年数  0.007   -0.017   0.069   -0.014   -0.029   -0.028   -0.012   -0.023  
  (0.010) (0.003) (0.020) (0.005) (0.017) (0.007) (0.020)    (0.007)   
女性潜在経験年数２乗  -0.054   0.032   -0.157   0.020   -0.018   0.051   -0.007   0.054  
  (0.023) (0.007) (0.043) (0.011) (0.046) (0.016) (0.048)    (0.016)   
フルタイマー×教育年数  0.020   0.064   (0.047   0.048   0.005   0.064   0.006   0.070  
  (0.006) (0.002) (0.011) (0.003) (0.009) (0.003) (0.010)    (0.003)   
フルタイマー×女性  0.028   -0.074   -1.074   -0.082   0.655   -0.081   0.185   0.006  
  (0.106) (0.035) (0.240) (0.060) (0.150) (0.061) (0.206)    (0.072)   
パートタイマー  -0.086   -0.258   -0.690   -0.298   0.044   -0.415   0.242   -0.138  
  (0.061) (0.019) (0.110) (0.036) (0.106) (0.036) (0.107)    (0.034)   
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.384   ―  0.358   ―  0.400   ―  0.403   ― 
  (0.003)  (0.005)  (0.005)  (0.005)     
Log (資本)  0.105   ―  0.104   ―  0.118   ―  0.088   ― 
  (0.002)  (0.003)  (0.003)  (0.003)     
Log (中間財)  0.554   ―  0.563   ―  0.541   ―  0.556   ― 
  (0.002)  (0.003)  (0.003)  (0.003)     
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.951   0.948   0.938   0.915   0.942   0.942   0.963   0.963  
N  51106   51106   14379   14379   20298   20298   14799   14799   
   
 


















                                                 




表 12 勤続年数を考慮した推定 
単一事業所限定  製造業全体  軽工業  重化学工業  機械工業 










自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数 自然対数  自然対数 
観察単位  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所  事業所 
労働者の特性ごと相対生産性・賃金                                 
フルタイマー×教育年数  0.079   0.073   0.061   0.051   0.077   0.072   0.110   0.086  
  (0.008) (0.003) (0.013) (0.005) (0.013) (0.005) (0.014) (0.005) 
フルタイマー×潜在経験年数  -0.004   -0.009   0.009   -0.007   -0.035   -0.019   0.009   0.001  
  (0.006) (0.002) (0.011) (0.004) (0.011) (0.004) (0.013) (0.005) 
フルタイマー×潜在経験年数２乗  -0.019   0.015   -0.059   0.003   0.052   0.039   -0.042   0.006  
  (0.014) (0.005) (0.023) (0.008) (0.023) (0.008) (0.031) (0.010) 
フルタイマー×勤続年数  0.018   0.021   0.017   0.017   0.033   0.025   0.001   0.019  
  (0.006) (0.002) (0.010) (0.004) (0.010) (0.003) (0.012) (0.004) 
フルタイマー×勤続年数２乗  -0.024   -0.015   -0.018   -0.006   -0.050   -0.022   -0.001   -0.018  
  (0.017) (0.005) (0.028) (0.010) (0.027) (0.008) (0.036) (0.011) 
フルタイマー×女性  -0.506   -0.718   -0.644   -0.645   -0.766   -0.700   -0.185   -0.767  
  (0.043) (0.017) (0.074) (0.028) (0.094) (0.028) (0.075) (0.032) 
パートタイマー  -0.749   -0.702   -0.896   -0.668   -0.821   -0.719   -0.756   -0.690  
  (0.082) (0.031) (0.132) (0.048) (0.159) (0.055) (0.177) (0.060) 
コブダグラス係数          
Log (労働)  0.515   ―  0.479   ―  0.521   ―  0.555   ― 
  (0.008)  (0.015)  (0.016)  (0.014)  
Log (資本)  0.072   ―  0.079   ―  0.076   ―  0.063   ― 
  (0.003)  (0.004)  (0.005)  (0.005)  
Log (中間財)  0.508   ―  0.520   ―  0.480   ―  0.517   ― 
  (0.002)  (0.004)  (0.004)  (0.004)  
産業ダミー  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む  含む 
R2  0.947   0.931   0.933   0.891   0.921   0.912   0.965   0.952  
N  18520   18520   6291   6291   6349   6349   5205   5205  
   
 
































イアスが生じる可能性は排除しきれていない。この問題を解決するため、深尾他(2006)ではLevinsohn and Petrin 





































7.  労働生産性格差を考慮した労働投入の推移：1970～2050 年 
 
















  37調べることにする。 






造業全体についての具体例を表 13  としてまとめた。 
 
中卒 高卒 短大･高専卒 大卒 中卒 高卒 短大･高専卒 大卒
～17歳 1.19 1.04
18～19 1.18 1.21 1.07 1.01
20～24 1.15 1.18 1.19 1.21 1.12 1.08 1.04 1.00
25～29 1.10 1.13 1.15 1.17 1.16 1.14 1.12 1.09
30～34 1.05 1.08 1.10 1.12 1.15 1.16 1.16 1.15
35～39 0.99 1.03 1.05 1.07 1.10 1.14 1.15 1.16
40～44 0.94 0.97 0.99 1.02 1.00 1.06 1.10 1.12
45～49 0.87 0.91 0.94 0.96 0.88 0.95 1.00 1.04
50～54 0.81 0.85 0.87 0.90 0.74 0.82 0.88 0.93
55～59 0.75 0.79 0.81 0.84 0.59 0.68 0.74 0.79
60～64 0.69 0.73 0.75 0.78 0.46 0.54 0.59 0.65
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jを 1  と仮定した。
また、パート労働者については性、年齢にかかわらず全てzj=Mj/W
’












7.2  「質」を考慮した労働投入量の将来推計：1970～2002  年 
図 12 では、賃金情報を用いて労働の質を考慮した JIP2006  データベースにおける
労働投入データと、生産性・賃金比率情報を用いて労働の質を生産性で評価した新
しい労働投入データを、マクロレベル（5  年間の年平均成長率）で比較している。労働
投入指数の成長率を両者で比較してみると、1970  年から 1995  年までは賃金評価に








が高く、1995 年以降は生産性評価の方が高くなっている。特に、2000－2002  年では、
賃金評価の場合には前期と比較して大幅な低下を示しているのに対し、生産性評価
の場合には低下の度合いはそれほど大きくないことが分かる。 
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表 14a（賃金評価）、表 14b（生産性評価）である。 
  40 
表 14a  労働の質を賃金で評価した場合 
期間別平均成長率（年率、%）
性年 齢 学 歴
70-75 0.374 -0.550 0.923 0.221 -0.172 0.873 0.009 0.615 0.287
75-80 1.905 1.231 0.674 0.079 -0.136 0.730 0.126 0.548 0.393
80-85 1.269 0.478 0.791 0.160 -0.122 0.752 0.088 0.357 0.467
85-90 1.146 0.594 0.552 0.159 -0.305 0.696 0.057 0.171 0.369
90-95 -0.045 -0.625 0.581 0.172 -0.127 0.535 -0.087 -0.020 0.234
95-00 -0.105 -0.639 0.534 0.183 -0.280 0.631 -0.132 0.114 0.207
00-02 -1.404 -1.546 0.142 0.255 -0.483 0.368 -0.442 -0.053 -0.091
70-80 1.139 0.341 0.799 0.150 -0.154 0.801 0.067 0.582 0.340
80-90 1.208 0.536 0.671 0.160 -0.213 0.724 0.073 0.264 0.418
90-00 -0.075 -0.632 0.557 0.178 -0.203 0.583 -0.110 0.047 0.221











表 14b  労働の質を生産性で評価した場合 
期間別平均成長率（年率、%）
性年 齢 学 歴
70-75 0.336 -0.550 0.886 0.227 -0.112 0.769 0.010 0.472 0.395
75-80 1.811 1.231 0.580 0.079 -0.101 0.600 0.119 0.372 0.480
80-85 1.206 0.478 0.728 0.163 -0.092 0.656 0.083 0.199 0.588
85-90 1.099 0.594 0.505 0.160 -0.228 0.572 0.053 0.006 0.506
90-95 -0.084 -0.625 0.541 0.173 -0.092 0.461 -0.079 -0.138 0.404
95-00 -0.041 -0.639 0.598 0.184 -0.207 0.621 -0.118 0.087 0.399
00-02 -1.180 -1.546 0.366 0.257 -0.358 0.464 -0.386 0.049 0.093
70-80 1.074 0.340 0.733 0.153 -0.106 0.685 0.065 0.422 0.437
80-90 1.153 0.536 0.617 0.161 -0.160 0.614 0.068 0.103 0.547
90-00 -0.062 -0.632 0.570 0.178 -0.149 0.541 -0.098 -0.025 0.402






















ている。この結果、JIP データベース 2006 のような賃金評価に基づく「従来型」の労働
の質指数では、労働者の高齢化を質の向上と捉えることになり、また高学歴化による
  41質の向上を正しく評価できない可能性あることが分かる。 

































(a)  一般労働者 
  42男女別・年齢階級別に賃金構造基本調査の一般労働者の産業計・規模計の
所定内実労働時間と超過実労働時間の合計を使用した。 
(b)  パート労働者 
男女別・年齢階級別に賃金構造基本調査のパートの１日当たり所定内実労働
時間に実労働日数を乗じて使用した。 







    「質」を考慮する際の賃金、生産性情報は、それぞれ以下のように与えた。 
(a)  賃金 
男女、学歴、年齢、一般・パート別賃金が、2004 年における賃金構造基本調
査の水準で推移すると仮定した。 






（賃金情報または生産性情報）の推移は図 13 のとおりである。 
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付表 1  記述統計量 
サンプル期間  1993-2003 年 
サンプルサイズ  51354 
変数名  平均値  標準偏差 
出荷額 990,731.4  3,612,672.0 
常用労働者給与 114,701.7  266,366.2 
一般労働者労働時間合計 38,436.08  71,324.4 
パート労働者労働時間合計 1,369.644  5,271.368 
期首有形固定資産合計 243,336.8  799,540.0 
中間投入 577,254.0  2,383,771.0 
一般労働者の労働時間特性    
中卒労働者労働時間比率  0.166   0.174  
高卒労働者労働時間比率  0.634   0.196  
短大・高専卒労働者労働時間比率  0.068   0.093  
大卒労働者労働時間比率  0.132   0.131  
    女性労働時間比率  0.270   0.209  
  31－45 歳労働時間比率  0.339   0.141  
  46 歳以上労働時間比率  0.363   0.195  
産業ダミー    
食料品製造業 0.072     
飲料・たばこ・飼料製造業 0.032     
繊維工業 0.034     
衣服・その他の繊維製品製造業 0.032     
木材・木製品製造業 0.026     
家具・装備品製造業 0.030     
パルプ・紙・紙加工品製造業 0.045     
印刷・同関連業 0.041     
化学工業 0.057     
石油製品・石炭製品製造業 0.007     
プラスチック製品製造業 0.059     
ゴム製品製造業 0.038     
なめし革・同製品・毛皮製造業 0.014     
窯業・土石製品製造業 0.049     
鉄鋼業 0.042     
非鉄金属製造業 0.034     
  48金属製品製造業 0.065     
一般機械器具製造業 0.075     
電気機械器具製造業
12 0.107    
輸送用機械器具製造業 0.075     
精密機械器具製造業 0.033     
その他の製造業 0.032     
企業規模ダミー    
30～99 0.365     
100～299 0.264     
300～999 0.180     
1000～ 0.172     
単一事業所ダミー  0.361  
操業 2 年以上ダミー  0.995  
 
                                                 
12 2002 年以降の電気機械器具製造業は、情報通信機械器具製造業と電子部品・デ
バイス製造業の合計。 

































                                                 
13 JIPデータベース 2006 では、Jorgenson and Griliches (1967)に従って、産業別資本サービス投入指数を、異なっ
た資本ストックサービスを集計したディビジア指数の離散時間近似として算出している。産業平均の資本コスト（資
本の質指数）は、資本サービス投入指数を実質資本ストック総額で割ることにより求められる。詳しくは、2006  年版
日本産業生産性データベースの解説（JIPデータベース 2006、http://www.rieti.go.jp/jp/database/d04.html  からダ
ウンロードできる）を参照。 
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JIP2006 の投資デフレータで 1995 年価格に変換し、初期時点の実質純資本ストックと





ただし、Iは 1995 年価格に実質化した 3 桁分類産業別投資総額である。デフレータと
してはJIP2006 の投資デフレータを使った。δjは、JIP2006  の 85 年、90 年、95 年、
2000 年の固定資産マトリックスとBEA資産別償却率を利用して、JIP2006 産業分類別
に求めた産業別減価償却率である。 
                                                 
14  工業統計表の年初有形固定資産現在高は、土地を除いた資本に対して調査を行っている。 
15  年初有形固定資産現在高に取得額、除却額、減価償却額をあわせて年末有形固定資産現在高を求めることも
できるが、これら全ての情報を得ることが出来る事業所は限られていたため、年初有形固定資産現在高を採用し
た。 
  51